
款 項 目

１　事業概要

事業終了年度

（ ）

）

（平成 年度 ～　　平成 年度）

その他特財

起債

うち臨時職員

0

0

0

0

国・県支出金

財源

概算コスト
Ａ＋Ｃ

0

0

0

0

0 0 0

0

0

0

0

00

事業

事業費計

事業費（千円）Ａ

内訳

平成28年度平成27年度 平成32年度平成31年度平成30年度

担 当 課

事業名

事業開始年度 年度

予算費目

目的・意図
（期待できる効

果）

（当該事業を実施することによって何をめざすのか）

年度まで
事業期間

ﾏﾆﾌｪｽﾄ番号

無

有

国、県、民間での

類似事業の有無

無し

有り 国 県 民間

事業の必要性 市民の日常生活に不可欠

上位計画等の
位置づけ

平成29年度

事業の対象 （対象数：

総事業費 千円

0

職員従事者数(人・年)　Ｂ

概算人件費　Ｃ
（Ｃ=B×6,700千円）

事業カルテ（案）

上位計画等の名称

市民の日常生活に不可欠ではない

事業の概要
（全体計画）

他市では全く事例がない。

他市でも実施しているが事例は少ない。

全ての市ではないが、多くの市で実施している。

全ての市が実施している。

他市の状況（具体的に）

有（実施義務があるもの）

有（規定はあるが義務ではないもの）

無（法的根拠はないが、国、県等の指導、要請等に基づくもの）

無（市独自の事業であり、裁量により実施するもの）

設定有り 終了年度の設定はない

他市の実施状
況

根拠法令等

法令等の

名称

資料９



平成27年度

５　今後の方針（継続するか否か等）

一般財源

平成30年度（見込）平成29年度平成28年度

成
果
実
績

数値で表せ
ない成果

数値指標に
よる成果

活動実績

４　事業の課題（現在生じている課題、今後継続するにあたり懸念される課題等）

２　事業の実績、成果

３　事業の必要性、有効性、効率性等


